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 １ 県財政の現状 
 

 （１）歳入歳出の状況 

 ■ 本県では，これまで財政健全化に向けた取組を進めてきましたが，景気悪化に伴う県税収入の大幅

な減少や公債費，福祉医療関係費の増加などにより，依然として厳しい財政環境に直面しています。  
歳  入 ※ 以下各表の数値は，特段の注記がない場合，一般会計ベースであり，H24年度以前は決算額， H25年度は９月補正後予算額を示す。 ○ 歳入規模は，Ｈ１０年度をピークとして，歳出抑制の取組などに連動し減少傾向。 ○ Ｈ２１年度以降，国の経済対策等に対応した国庫支出金の増や臨時財政対策債の増発により増加。   ・ 県税等は，三位一体改革（Ｈ１６～Ｈ１８年度）に伴う税源移譲等の影響もあり，Ｈ１９年度には，３,７４９億円    まで増加したものの，Ｈ２１年度以降，景気後退の影響などにより，法人関係税を中心に大幅な減少。   ・ 地方交付税等は，三位一体改革等の影響により，Ｈ１９年度には１,６８６億円まで減少したが，Ｈ２０年度以降， 地域活性化や雇用創出など，事業実施のための経費を別枠加算することなどにより増加。   ・ 国庫支出金は，三位一体改革による国庫補助負担金の一般財源化や投資的経費の計画的縮減等に伴い減少。Ｈ２１年 度は国の経済対策等に対応した交付金等により大幅に増加したが，その後再び減少。   ・ 県債は，Ｈ１０年度以降，投資的経費の計画的縮減等により通常債（特例法等に基づく特例債を除くもの）の発行を 抑制しているものの，国の地方財政計画により臨時財政対策債がＨ２１年度以降，増加傾向。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳  出  ○ 歳出規模は，Ｈ１０年度をピークとして，財政健全化の取組などにより減少傾向。 ○ Ｈ２１年度以降，国の経済対策等に対応した緊急経済・雇用対策等の取組により増加。 ・ 人件費は，職員数の見直しなどにより減少傾向にあるものの，退職手当の増加により，近年は横ばいで推移。 ・ 公債費は，過去の投資に伴う県債の大量発行や近年の臨時財政対策債の増発などにより，高止まり。 ・ 介護保険，後期高齢者医療などの福祉医療関係費は，高齢化の進展などにより増加傾向。 ・ 普通建設事業費は，Ｈ４年度以降，アジア大会，国体，経済対策等により，３,０００億円を上回る規模で推移してい たが，Ｈ１１年度以降は，財政健全化の取組などにより減少。 ・ その他経費は，Ｈ２１年度以降は緊急経済・雇用対策などにより増加したが，事務事業の見直しなどにより減少。  
 

 

 

 

 

 

 

※ 県税等は，県税と地方法人特別譲与税の合算としている。 3,304 3,121 2,930 2,873 3,014 3,030 3,035 3,010 2,904 3,191 3,074 2,701 2,711 2,829 3,075 3,329 3,749 3,661 3,132 3,132 3,100 3,164 3,1161,762 1,828 1,837 1,902 1,916 2,055 2,083 2,210 2,637 2,705 2,566 2,592 2,389 2,215 2,265 1,839 1,686 1,741 1,886 1,965 1,987 1,934 1,8281,866 2,119 2,626 2,437 2,191 2,178 2,181 2,416 2,499 2,481 2,359 2,021 1,911 1,740 1,517 1,288 1,210 1,229 1,813 1,349 1,229 1,117 1,161735 893 1,435 1,498 1,543 1,616 1,785 2,221 1,725 1,611 1,731 1,925 1,970 1,759 1,501 1,391 1,385 1,260 1,634 1,784 1,430 1,540 1,6381,766 1,858 1,851 2,103 1,834 1,792 1,519 2,059 2,059 1,813 1,700 1,735 1,663 1,653 1,641 1,968 1,616 1,368 1,477 1,608 1,701 1,505 1,6449,433 9,819 10,67910,81310,49810,67110,60311,91611,82411,80111,43010,97410,64410,1969,999 9,815 9,646 9,260 9,942 9,838 9,448 9,261 9,388
02,0004,0006,0008,00010,000

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
億円 その他県債国庫支出金地方交付税等県税等

2,996 3,070 3,121 3,181 3,263 3,360 3,437 3,431 3,376 3,390 3,354 3,351 3,327 3,245 3,186 3,197 3,147 3,026 2,935 3,001 2,959 2,922 2,879642 655 677 713 764 918 1,002 1,156 1,267 1,282 1,367 1,418 1,398 1,316 1,266 1,310 1,425 1,420 1,372 1,333 1,437 1,448 1,46398 113 121 132 144 159 169 177 193 288 325 344 375 406 554 635 655 664 735 773 796 864 9272,635 3,080 3,600 3,366 3,311 3,346 2,997 3,469 3,115 3,069 2,718 2,609 2,426 2,067 1,838 1,720 1,560 1,265 1,274 1,123 932 994 1,0273,011 2,858 2,600 3,086 2,887 2,801 2,951 3,604 3,794 3,696 3,577 3,167 3,058 3,114 3,107 2,906 2,822 2,843 3,541 3,489 3,272 2,952 3,0929,382 9,776 10,119 10,478 10,369 10,584 10,556 11,837 11,745 11,725 11,341 10,889 10,584 10,148 9,951 9,768 9,609 9,217 9,857 9,719 9,395 9,180 9,388
02,0004,0006,0008,00010,000

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
億円 その他経費普通建設事業費福祉医療関係費公債費人件費



2

 

 

 

 （２）財政状況 

■ 本県財政は，バブル崩壊以降の景気低迷による県税収入の落込み，また，数次にわたる経済対策

などにより普通建設事業費が高水準で推移したことや，財源不足の補てんのために増発した県債の

償還費の急増，福祉医療関係費などの義務的経費の増加などにより，多額の財源不足が発生する財

政構造となっています。 

 ① 県税収入等の減少  ○ 税源移譲の影響や企業業績の改善により，近年は増加傾向にあったが，Ｈ２１年度以降は，景気後退による企業業績の悪化等により，法人２税を中心に大幅に減少。     Ｈ２５年度税収 ： ３,１１６億円 （地方法人特別譲与税を含む）     歳入構成比    ： ３３．８％   ～ 過去最高のＨ２０年度（３９．５％）に比べて５．７ポイントの低下。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 ② 義務的経費等の増加  ○ 人件費のうち，職員給与費等は，計画的な職員数の見直しなどにより，減少傾向にあるものの，今後の大量 退職などにより，退職手当は，引き続き増加。 ○ 公債費は，過去の県債発行や臨時財政対策債の増発などにより高止まり。     義務的経費等：４,５９５億円   ～ Ｈ３年度（4,066億円）に比べ１．２倍の増加     （うち,公債費：１,４６３億円  ～ Ｈ３年度（642億円）に比べ２．３倍の増加）     歳出構成比  ： ４８．９％    ～  過去最低のＨ６年度（４１．０％）に比べて７．９ポイントの上昇。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 法人２税には，地方法人特別譲与税を含む。 1,510 1,351 1,135 1,033 1,029 1,254 1,111 882 798 845 824 719 815 931 1,152 1,339 1,385 1,339 886 969 968 992 1,005148 500 467 472 448 446 426 426 416 449 379 362 369 383 384 390 391306 215 234 272 212 115 102 76 87 370 331 92 58 61 38 29 40 39 32 30 26 20 22553 607 615 530 651 564 608 515 531 510 502 487 470 472 509 567 1,020 1,059 1,039 967 946 986 960935 948 946 1,038 1,122 1,097 1,066 1,037 1,021 994 969 957 942 939 960 945 926 862 805 782 776 775 7393,304 3,121 2,930 2,873 3,014 3,030 3,035 3,010 2,904 3,191 3,074 2,701 2,711 2,829 3,075 3,329 3,749 3,661 3,132 3,132 3,100 3,164 3,11635.0 31.8 27.4 26.6 28.7 28.4 28.6 25.3 24.6 27.0 26.9 24.6 25.5 27.7 30.8 33.9 38.9 39.5 31.5 31.8 32.8 34.2 33.8
01,0002,0003,0004,0005,000

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
億円

そ の 他個人県民税県民税利子割地方消費税法人２税
歳入総額に占める割合(％)

2,755 2,846 2,897 2,966 3,049 3,136 3,213 3,239 3,170 3,124 3,109 3,077 3,002 2,947 2,924 2,871 2,844 2,723 2,635 2,699 2,676 2,622 2,558241 224 224 215 214 224 224 192 206 266 245 274 325 298 262 326 303 303 300 302 283 300 321642 655 677 713 764 918 1,002 1,156 1,267 1,282 1,367 1,418 1,398 1,316 1,266 1,310 1,425 1,420 1,372 1,333 1,437 1,448 1,463428 452 385 401 418 420 435 447 454 456 468 451 374 360 327 267 264 268 272 293 294 269 2534,066 4,177 4,183 4,295 4,445 4,698 4,874 5,034 5,097 5,128 5,189 5,220 5,099 4,921 4,779 4,774 4,836 4,714 4,579 4,627 4,690 4,639 4,59543.3 42.7 41.3 41.0 42.9 44.4 46.2 42.5 43.4 43.7 45.8 47.9 48.2 48.5 48.0 46.5 47.6 49.9 50.5 48.951.150.348.9
01,0002,0003,0004,0005,0006,0007,000

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

億円
扶助費公債費退職手当職員給与費等

歳出総額に占める構成比(％)
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 ③ 福祉医療関係費の増加  ○ 高齢化の進展などにより，介護保険，国民健康保険，後期高齢者医療などの福祉医療関係費は，引き続き増加傾向。    福祉医療関係費：９２７億円   ～ Ｈ３年度（９８億円）に比べ９．５倍の増加 歳出構成比    ： ９．９％    ～ Ｈ３年度（１.０％）に比べて８．９ポイントの上昇 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 普通建設事業費の減少  ○ Ｈ４年度以降，アジア大会，国体，経済対策等により，概ね３,０００億円を上回る規模で推移していたが， Ｈ１１年度以降は，財政健全化の取組などにより減少。     普通建設事業費 ：１，０２７億円 ～ 過去最高のＨ５年度（3,600億円）に比べて１／３以下     歳出構成比   ：  １０．９％    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,489 1,635 1,903 1,755 1,889 1,841 1,796 2,246 2,125 2,118 1,822 1,681 1,552 1,303 1,152 1,053 954 809 795 619 657 631 5791,146 1,445 1,697 1,611 1,421 1,504 1,201 1,223 990 951 897 928 874 763 686 667 607 456 479 504 275 363 4482,635 3,080 3,600 3,366 3,311 3,346 2,997 3,469 3,115 3,069 2,718 2,609 2,426 2,067 1,838 1,720 1,560 1,265 1,274 1,123 932 994 1,027
28.1 31.5 32.1 31.9 31.6 28.4 29.3 26.5 26.2 24.0 24.0 22.9 20.4 18.5 17.6 16.2 13.4 12.9 11.6 9.9 10.8 10.9

35.6

01,0002,0003,0004,000
H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

億円
建設(単独)建設(補助)

歳出総額に占める構成比(％)
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 ⑤ 県債残高の増加   
 臨時財政対策債発行額の増加  ○ Ｈ４年度以降，アジア大会，国体，経済対策等に伴う事業費の増加により，県債発行額が急増。 ○ 近年は，財政健全化の取組などにより，通常債の発行を抑制しているが，特例債である臨時財政対策債（後年度に全額交付税措置）などが増加し，県債発行額は，なお高水準で推移。     県債発行額      ： １，６３８億円  ～ Ｈ３年度（601億円）に比べ２．７倍の増加     （うち通常債発行額：    ３６９億円  ～ ピークのＨ１０年度（2,071億円）に比べ１／６に減少）      県債依存度    ：  １７．５％   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実質的な県債残高の抑制  ○ 特例債である臨時財政対策債等の増加などにより，県債残高全体では増加しているものの，通常債を抑制しているため，実質的な県債残高については，増加に歯止め。     Ｈ２５年度末の県債残高見込：２兆３,１１５億円 ～ Ｈ３年度（4,688億円）に比べて４．９倍。     実質的な県債残高見込   ：１兆４,２９４億円 ～ Ｈ２４年度末残高見込と比べて１６８億円縮減 

 

 

 

※ 数値は，H24年度までは決算額，H25年度はH24年度決算を加味した後の見込みとしている。 ※ 実質的な県債残高とは,県債のうち,臨時財政対策債など全額交付税措置のある県債と,将来の満期一括償還に備えて一定のルールで減債基金 に積み立てた額を償還したものとみなして,その額を除いた県債残高であり,今後,税収等により償還しなければならない県債残高を意味する。 

601 8881,4351,4981,5431,6161,7852,0711,5521,4251,4121,3021,1761,1661,027 949 895 798 870 586 495 531124 1352785954233242902633206461,085904 928975601 8881,4351,4981,5431,6161,785
2,2211,7251,6111,7251,7801,9701,7591,5011,3911,3851,2601,6341,7841,4301,5401,638

369103 15974 18 8
150173 186171 200200 170150 124 8131113110771426.4 9.0 13.413.914.715.1

16.818.614.613.715.116.218.517.315.014.214.413.716.618.115.116.617.5

05001,0001,5002,0002,500
H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25

億円 臨時財政対策債発行額退職手当債発行額行政改革推進債等その他債発行額（通常債等）
県債依存度
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 ⑥ 財源調整的基金残高の減少  ○ 財源調整的基金は，Ｈ３年度末（１,９３２億円）をピークに，その後，減少し，Ｈ２１年度末には，ほぼ底をついた状況。 ○ Ｈ２２年度においては，中期財政健全化計画（Ｈ23～Ｈ27）で見込んでいる特別の財源対策として，普通交付税・臨時財政対策債が当初予算を上回った額などを計画的に積み立て。 ○ Ｈ２５年度は，特別の財源対策として，６５億円を取崩したことなどにより，Ｈ２５年度末残高は２５６億円となる見込み。 

 
 

 

 

 

 

（参考）歳出構造の状況（平成２５年度当初予算 ※一般財源ベース）  ○ 平成２５年度当初予算における歳出の経費区分別内訳（一般財源ベース）は，経常的経費（人件費，公債費）及び法的義務負担経費で全体の８７.７％を占める。 ○ 経常的経費の人件費の構成は，教育委員会６２.９％，警察本部２０.７％，知事部局等１６.４％。   
 

 

※ 財源調整的基金とは，年度間の財源調整を目的とした積立金（財政運営のために自由に使える貯金）のことで，本県では財政調整基金と減債 基金の一部をいう。 ※ 数値は,年度末（5月末）残高，H24年度は9月補正後の残高見込みである。  

05001,0001,5002,0002,500億円
Ｈ２５年度 2,419 1,257 917 737 520 142 681 6,673経常的経費【人件費】 経常的経費【公債費】 法的義務負担経費【福祉医療関係費】 法的義務負担経費【税交付金】 法的義務負担経費【その他】 政策的経費【公共事業】 政策的経費【一般事業】 合計

教育委員会1,52262.9%警察本部500　20.7%知事部局等397　16.4%
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 （３）財政指標 
 

■ 近年，財政指標は，これまでの財政健全化の取組などにより，数値的には改善傾向が見える財政

指標もありますが，今後，公債費の増加が見込まれるなど，実質的には，依然厳しい財政状況が続

いています。 

 ① 財政力指数  

 ○ Ｈ２４年度の財政力指数は，０．５４６ポイントとなっており，全国平均を上回る。 ○ Ｈ２０年度には，０．６ポイントまで上昇したが，基準財政収入額の減などにより，３年連続低下。  
 

 

 

 

 

 

 

 ② 経常収支比率  

 ○ Ｈ２４年度の経常収支比率は，９１．７％となっており，前年度と比べ０．８ポイント上昇。 ○ ただし，全国平均を４年連続下回る水準で推移。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 実質公債費比率  

 ○ Ｈ２４年度の実質公債費比率は，１３．８％となっており，４年連続低下。 ○ これまで全国平均を上回る水準で推移していたが，Ｈ２４年度は，全国平均と概ね同水準。   
 

 

 

 

  ※ 比率が18％以上となった場合，地方債許可団体となる。 また，25％以上となった場合，財政健全化法に基づく早期健全化団体となる。 

〔財政力指数〕 財政力を示す指標               基本的な財政需要に対する地方税などの収入の割合（基準財政収入額／基準財政需要額）              （当該年度を含む過去３年間の平均） 

〔経常収支比率〕 財政構造の弾力性を判断する代表的な指標 人件費，公債費など毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源等の額が地方税，普通 交付税など毎年度経常的に収入される一般財源等に占める割合 

〔実質公債費比率〕 財政構造の弾力性を判断する指標           一般会計等が負担する元利償還金（準ずるものを含む）の標準財政規模に対する比率 （当該年度を含む過去３年間の平均） 

0.5790.5790.5790.579 0.5820.5820.5820.582 0.5780.5780.5780.578 0.5690.5690.5690.569 0.5620.5620.5620.562 0.5500.5500.5500.550 0.5480.5480.5480.548 0.5410.5410.5410.541 0.5110.5110.5110.511 0.4790.4790.4790.479 0.4570.4570.4570.457 0.4540.4540.4540.454 0.4510.4510.4510.451 0.4560.4560.4560.456 0.4830.4830.4830.483 0.5370.5370.5370.537 0.5910.5910.5910.591 0.6290.6290.6290.629 0.6190.6190.6190.619 0.5840.5840.5840.584 0.5540.5540.5540.554 0.5460.5460.5460.5460.508 0.507 0.502 0.494 0.486 0.479 0.481 0.483 0.461 0.429 0.405 0.406 0.408 0.411 0.428 0.464 0.497 0.521 0.516 0.490 0.465 0.4550.3000.4000.5000.6000.700
H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24広島県都道府県平均

73.873.873.873.8 79.479.479.479.4 84.284.284.284.2 84.984.984.984.9 86.086.086.086.0 89.889.889.889.8 91.791.791.791.7 88.988.988.988.9 89.489.489.489.4 91.591.591.591.5 92.292.292.292.2 89.489.489.489.4 90.990.990.990.9 91.791.791.791.771.6 77.4 83.0 87.4 88.1 86.7 91.7 91.7 89.3 92.6 92.6 93.9 95.9 91.9 94.9 94.6
68.868.868.868.8 93.793.793.793.798.398.398.398.392.892.892.892.892.192.192.192.194.394.394.394.392.692.692.692.694.394.394.394.3 94.792.590.893.590.594.2

657585
95

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
％

広島県都道府県平均

14.7 13.814 . 014 . 014 . 014 . 014 . 214 . 214 . 214 . 215 . 115 . 115 . 115 . 115 . 515 . 515 . 515 . 515 . 715 . 715 . 715 . 715 . 615 . 615 . 615 . 616 . 016 . 016 . 016 . 0 13.713.913.513.012.813.514.91213141516
1718

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
％ 広島県都道府県平均
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 ④ 将来負担比率  

 ○ Ｈ２４年度の将来負担比率は，２５５．１％となっており，前年度と比べ５．３ポイント低下。 ○ ただし，全国平均を大きく上回る水準。   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤ プライマリーバランス  ○ プライマリーバランスは，当初予算ベースで６年連続の黒字。 ○ 決算ベースでは，Ｈ２２年度からＨ２４年度まで３年連続の黒字。 

  
 

 

 

 

 

 

 ※ 比率が400％以上となった場合，財政健全化法に基づく早期健全化団体となる。
〔プライマリーバランス〕 県債の元金償還と発行額（臨時財政対策債などを除く）とのバランス 

〔将来負担比率〕 財政構造の持続可能性を判断する指標          一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 
258.3258.3258.3258.3 257.8257.8257.8257.8 268.4268.4268.4268.4 262.8262.8262.8262.8 260.4260.4260.4260.4 255.1255.1255.1255.1
222.3 219.3 229.2 220.8 217.5 210.5200225250275300
H19 H20 H21 H22 H23 H24

％ 広島県都道府県平均
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 （４）健全化判断比率 

 

■ 平成２０年度から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき，健全化判断比率等の

公表が義務付けられました。 

■ 平成２４年度決算に基づく本県の健全化判断比率の算定結果は，いずれの指標も財政健全化計画

の策定が必要となる早期健全化基準を下回っています。 

■ しかしながら，今後も公債費や福祉医療関係費の増加が見込まれるなど，依然として，本県財政

は厳しい状況が続いており，今後も，計画的かつ着実に財政健全化の取組を進めていく必要があり

ます。 

 

本県の状況  広島県の健全化判断比率の状況実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率－ － 13.8％ 255.1％－ － 14.0％ 260.4％早期健全化基準 3.75％ 8.75％ 25.0％ 400.0％財政再生基準 5.00％ 15.0％ 35.0％ －※　実質赤字額及び連結実質赤字額は，都道府県では該当なし
区分平成２３年度（参考）平成２４年度基準  

 

全国の状況  
■ 本県の実質公債費比率（１３.８％），将来負担比率（２５５.１％）は，いずれも基準を下回っ

ていますが，他の都道府県と比較すると，それぞれ低い順から１１番目，４０番目に位置しており，

いずれも都道府県平均を上回っている状況にあります。 実質公債費比率 将来負担比率1 東京都 1.0 25 静岡県 15.0 1 沖縄県 81.3 25 徳島県 212.3 2 神奈川県 10.6 26 山口県 15.0 2 東京都 85.4 26 滋賀県 215.5 3 沖縄県 11.0 27 福岡県 15.0 3 鳥取県 115.1 27 山梨県 216.7 4 千葉県 11.2 28 宮城県 15.2 4 佐賀県 123.5 28 岡山県 222.1 5 栃木県 11.3 29 香川県 15.2 5 栃木県 130.3 29 山口県 222.4 6 群馬県 11.6 30 秋田県 15.4 6 宮崎県 153.8 30 埼玉県 222.6 7 奈良県 11.6 31 滋賀県 15.4 7 福島県 156.4 31 石川県 229.7 8 和歌山県 12.3 32 愛知県 15.5 8 高知県 158.6 32 鹿児島県 235.6 9 鳥取県 12.7 33 大分県 15.8 9 群馬県 174.3 33 山形県 237.5 10 埼玉県 13.1 34 石川県 16.5 10 愛媛県 178.5 34 秋田県 240.0 11 広島県 13.8 35 山梨県 16.6 11 神奈川県 178.8 35 静岡県 241.1 12 岡山県 14.0 36 鹿児島県 16.7 12 島根県 179.7 36 愛知県 244.5 13 佐賀県 14.0 37 青森県 17.1 13 大分県 181.2 37 大阪府 251.2 14 福島県 14.1 38 宮崎県 17.1 14 青森県 182.1 38 宮城県 251.5 15 茨城県 14.1 39 兵庫県 17.3 15 和歌山県 186.7 39 京都府 251.7 16 三重県 14.1 40 新潟県 17.4 16 福井県 191.0 40 広島県 255.1 17 山形県 14.2 41 福井県 17.5 17 千葉県 191.9 41 福岡県 257.3 18 愛媛県 14.3 42 大阪府 18.1 18 長野県 192.0 42 岩手県 257.7 19 長崎県 14.3 43 富山県 18.2 19 長崎県 192.1 43 茨城県 263.3 20 京都府 14.6 44 岐阜県 18.4 20 奈良県 196.7 44 富山県 265.4 21 島根県 14.6 45 岩手県 18.6 21 三重県 200.0 45 新潟県 284.9 22 熊本県 14.6 46 徳島県 20.8 22 熊本県 201.1 46 北海道 328.6 23 長野県 14.7 47 北海道 21.7 23 香川県 201.3 47 兵庫県 345.0 24 高知県 14.7 加重平均 13.7 24 岐阜県 209.8 加重平均 210.5 

都道府県 比率順位 都道府県 比率 順位 都道府県 比率 順位 都道府県 比率 順位

 
 


